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平均すると月１回ぐらい開催されているが、教員の参加は多くない実情にある。そのおもな要因の１

つとしては、各種の大学・学部等の委員会や会議等と重なることにある。少なくとも一定の曜日の所

定の時間帯を研究会開催のために割くための方策がとられる必要がある。また、こうした研究会の報

告についてはワーキングペーパーとして発行するなど、教員の研究成果に結びつけることができる方

策をとることも考慮すべきである。 

 以上、教員の研究活動が必ずしも十分とはいえないおもな要因について研究環境の面から指摘した。

この問題に関しては、2006年度６月28日開催本研究科教授会へ、研究科と法学部の主任が連名で、教員

の補充を速やかに行って教員の持コマ負担の加重状態を解消することを求める意見書を提出した。この

ことからも、本研究科と法学部ではその問題が十分に強く認識されており、問題の解決が急がれている。 

 

 

7-6 施設・設備等 

 

 Ａ群・大学院研究科の教育研究目的を実現するための施設・設備等諸条件の整備状況の適切性 

 Ｂ群・大学院専用の施設・設備の整備状況 

 Ｃ群・大学院学生用実習室等の整備状況 

 Ｃ群・夜間に教育研究指導を行う大学院における、施設・設備の利用やサービス提供についての

配慮の適切性 

 Ｂ群・学術資料の記録・保管のための配慮の適切性 

 Ｂ群・国内外の他の大学院・大学との図書等の学術情報・資料の相互利用のための条件整備とそ

の利用関係の適切性 

 

 本研究科についても、本来、その教育・研究に必要な施設・設備等の整備が求められる。 

 この点については、本研究科固有の施設としては、私法専攻・公法専攻院生用の自習室とビジネス

法務専攻院生用の自習室があるほか、ビジネスロー・センターの専用室が設けられているにとどまる。 

 さらに、学部と共通施設として法学会で管理されている判例研究資料室がある。ここでは、日本の

戦前からの判例集や外国の判例・法令集、そして和雑誌（約60タイトル）、洋雑誌（約130タイトル）

がそれぞれのバックナンバーとともに揃えられ、さらに、日本全国の法学部から発行されている論文

集がバックナンバーも含めて比較的欠けているものが少なく揃っている。教員、学生に対してそれら

の利用を可能にしている。また、ここで管理するコピー機の利用は、大学院の学生に対しても認めら

れている。その資料室の利用時間について、これまでは月曜から金曜までは午前９時から午後５時ま

で、土曜は午前９時から12時までであったが、いずれも夜９時まで延長された。これはとくに夜間に

授業のあるビジネス法務専攻の学生に対するサービスとして考慮されたものであるが、もちろん私法

専攻・公法専攻の学生もこのサービスを享受できる。 

 情報インフラ等としては、LexDbの判例等の法律情報データーベースのサービスを院生全員が利用

でき、また、希望すれば、LexisやWestlawといったアメリカ法の情報サービスも利用できる。 

 本研究科を含めて、大学院研究科の場合には、専門職大学院（国際マネジメント研究科、法務研究

科、会計プロフェッション研究科）の場合と異なって、専用の教室や会議室等の設備は整っていない。

これは、本研究科の学生の人数が少なかったこと等に起因している考えられる。しかし、本研究科で
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も、主として社会人を対象としたビジネス法務専攻が開設され、その定員が１学年40名となったこと

から、従来の本研究科とは異なって、講義や演習等を多くの学生が受講することになった。このよう

な急速な本研究科の改革によって本研究科の学生数が大きく増えることになったが、施設の整備はそ

れに必ずしも追いついていないというのが実状である。今後、ビジネス法務専攻の学生が安定的に入

学してくるとすれば、専用の教室や会議室等の整備が課題となろう。 

 また、それらの学生が主として社会人であることからすれば、例えば休日や祝祭日にも資料室やコ

ピーサービスの利用を可能にするといった設備利用のあり方を含めて一段と整備される必要があろう。 

 なお、大学院の学生も、学部の学生と同様に、大学の学生情報端末機によって大学院の情報はもと

より各自の履修登録や成績評価等のサービスを受けることができる。 

 

 

 




